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目的：本研究は、「社会福祉専門職として取り組む実践環境の醸成―介護保険制度下にお
けるソーシャルワークの成立可能性について―（仮題）」の研究目的である、ソーシャルワ
ーク成立の方略を明らかにするプロセスとして、介護保険制度下における支援関係の矮小
化状況を詳らかにすることを目的とした。本研究課題には 2015 年度から 3 年間の予定で取
り組み、2015 年度は、研究調査に向けての予備的研究として実施し、量的・質的調査の方
法（内容、規模・対象・範囲・調査ガイド等）の確定をめざすものである。 
 
方法：予備的研究として、「それぞれの立場で経験している、あるいは客観的に把握してい
る、介護保険制度下における対人支援の質的様態」についての聞き取りを重ね、介護保険
制度下の社会福祉実践現場に支援関係の矮小化状況が存在する事実とその傾向を把握する
ことで、次年度以降に実施予定である実態調査の効果的方法を導き出すことを企図した。
神奈川県内の介護保険制度下の支援領域にある職能団体等（ 5 団体）、当事者・家族会等（2
団体）、苦情等への公的対応機関（ 2 機関）を対象に、「介護保険制度下の相談支援場面に
おける対人支援の問題点」について聞き取りをおこなった。  
 
考察：対人支援専門職においても、「支援とは何か」そのものに対する理解が拡散している
現実について多数の聞き取りを得た。また、家族等のサービスユーザーに「対人支援」や
「支援関係」の質的内容に迫る明確な指摘を得ることは困難であった。しかし、これは想
定内の結果であると同時に、つぎのような結論を得るに至った。すなわち、現状の実践現
場においては「支援関係」に対する理解は一定ではなく、さらに、ソーシャルワークに対
する共通言語が現場には不十分である。明確な指摘や言説を引き出すためには、ソーシャ
ルワークを土壌とした「対人支援」について一定の理解が必要である。  
 
結論：横浜市社会福祉協議会が運営する地域ケアプラザに設置されている、地域包括支援
センターと居宅介護支援事業所の介護保険専門職を対象に調査を実施する。  
（１）調査対象：地域包括支援センター看護師、主任ケアマネジャー、社会福祉士、生活
支援コーディネーター、介護支援専門員、約 85 名（17 事業所×5 名） 
（２）調査方法：①それぞれの専門職ごとに予定されている基幹研修の場で実施する。 
        ②調査の意図・質的説明（調査ガイド）を兼ねて、研究者が研修講師を  
担い、研修終了後のリアクションペーパーを自記式質問紙にかえて集合調 
査として実施する。 
（３）調査内容：「多専門職連携を構築する諸要件について」を切り口とし、ソーシャルワ  
ーカーがマージナルな領域に一歩踏み出す必要への意識を調査する。  
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告予定。  
